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 外部評価委員から見た全カリ 

 山本 博聖 全学共通カリキュラム運営センター部長 
 
長い準備期間を経て1997年4月に全学共通カリ

キュラム運営センターが運営する新たな教養教育
「全学共通カリキュラム」の全面展開がスタート
した。全学で支える理念のもとに構想され、それ
を具体的に実践する組織として全カリは作り上げ
られている。 
この 3 月で 8 年が経過する全カリは今年度外部

評価を実施した。関根大阪女学院院長を委員長と
する合計６名の外部委員の選定･委嘱、膨大な資料
の送付、資料読み込みの依頼、そして 10 月に本学
にて全委員参加のもとで学生諸君の協力も得てヒ
アリングを行っていただいた。各委員からのレポ
ートが提出され、最終的に委員長から全体報告が
届いた。今後、外部評価委員の方々からの評価を
受け止めた全カリとしての報告をとりまとめ、ヒ
アリング当日のやりとりを追加して最終報告を行
う予定である。ニューズレターの限られたスペー
スでは外部評価委員の方々からの報告をすべて掲
載することはできない。それらは最終報告を待っ
ていただかなければならない。ここでは関根委員
長の全体報告を紹介することとした。次ページ以
降の報告をお読みいただく前に全カリの理念を改
めて簡単に確認したい。 
全カリ立ち上げ時期での議論において「専門性

に立つ新しい教養人の育成」がその理念とされた。
具体的には「広い視野に立って課題を発見し解決
する能力を身につけた人材の育成」であり、さら
に２つの柱である言語教育科目と総合教育科目で
次の目標が立てられた。言語科目は「外国語によ
るコミュニケーション能力と異文化対応能力の育
成」であり、総合科目は「広い視野と判断力に基

づく総合的な知性の涵養」である。また、言語に
おいては、多文化との共生を視野に入れた異文化
理解のため、英語を含めた複数の言語履修を義務
付け、総合では、旧来の三分野からの完全な脱却
を目指し、総合Ａ群ではテーマ別での科目編成へ
の転換を決定した。具体的なテーマは「思想･文化」
「歴史･社会」「芸術･文学」「環境･人間」「生命･
物質･宇宙」「数理」の 6 つである。これらを柱と
してそれぞれで展開する科目については、キリス
ト教に基づく教育を建学の精神とする立教大学の
特色を活かした科目群、市民として最低限身に着
けておくべき教養を培う科目群さらに日々変化す
る現状を見据えて未来を先取りしようとする科目
群などを配置して目標達成を目指すこととした。 
目標達成のために全カリ運営センターが組織さ

れ、整備されてきた。科目運営とカリキュラム案
作成を受け持つ教育研究室、案を協議する言語･
総合の２つの構想小委員会、そして最終の意思決
定は全学から選出された運営委員で構成する運営
委員会が行う。それぞれの組織相互の関係や構成
などの説明はここでは省略するが、全カリ運営セ
ンターがカリキュラム編成権、予算編成権ならび
に専任教員人事権を有する組織として立ち上がっ
た点が立教大学の大きな特色である。 
「全学で支える」全カリのこれからを全カリを

はじめとする全学で構想してゆくための重要な指
摘をいただいた。関根委員長はじめ外部評価委員
の皆様方への感謝をこの紙面を借りて表明したい。
なお、委員のお一人である田辺洋二先生は昨年 11
月に急逝された。先生のご冥福をお祈りする。 
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立教大学全学共通カリキュラム外部評価総評 

 

外部評価委員長  関 根 秀 和 氏 
（大阪女学院院長・大阪女学院大学学長） 

 

 

Ⅰ 概観 

１１１１    

2003年4月に行われた学校教育法の一部改正で、

認証評価機関による第三者評価が制度化されたこ

とによって、大学の「自己再組織性」について、

その実態の質的水準が、これまでに増して厳しく

問われることとなった。 

 いまや日常化したかの観を呈しているいわゆる

「大学改革」は、その本質からすると、それまで

の大学を、高等教育機関
．．．．

としての自覚を通して再

組織化する取組であるはずなのだが、多くの事例

は、科目群の組み替えによる新しいコースの設定

や、新奇性をねらった学科目の立ち上げに留って

いて、募集対策の域を出ていない。 

 大学の自己再組織性とは、当該の大学の教育理

念が、主として社会意識の変化やこれに伴う社会

システムの変化に対応する再解釈の必要に促され

て、自らに生起する自省作用であり、また同時に、

教育理念を異にする他大学との差異化の創出でも

ある。 

 したがってその作用は、 

 

１） 教育目標・目的の再検討、再設定 

２）教育課程の再編成 

３）個々の学科目と教育プログラム展開の内容の

検討と開発 

４）学習支援システムの再構成 

５）実施責任体制の再構成 

 

という一連の作業を通じて実体化されるはずであ

り、場合によってはパラダイム転換と言い得るほ

どの視点の変化と構造の変化に及ぶはずである。 

２２２２    

この様な観点に立って立教大学全学共通カリキ

ュラム（以下略、「全カリ」＝善カリ善カリ善カリ善カリ）について

与えられた所見を整理すると、この教養教育改革

は、我国の大学教育全般を通じて最も先進的な自

己再組織の展開としてスタートし今日に至る代表

的な事例と言って過言ではない。 

その事由を整理すると、 

 

１）１）１）１）1991 年 7 月の大学設置基準の大綱化を契機と

して、その僅か 3ヶ月後に発足した「全学カリキ

ュラム検討委員会」から始めて、1997 年の「全カ

リ」の全面実施にいたるまで、実に 6 ヶ年に及ぶ

徹底的な協議を重ねた改革構想が基礎となってい

ること。 

 しかもそれが 2キャンパス 7 学部からなる総合

大学での全学的共有化として結実し、一般教育部

廃止に替る「全カリ」の実施展開として成されて

いること。 

 

２）２）２）２）自省作用の基礎である「克服すべき問題」の

意識化が、a. 専門教育との連携の在り方、b. 外

国語教育の教育目的・教育内容の設定、c. 組織の硬

直化の克服という課題へと組織化されていること。 
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３）３）３）３）教育目標の再設定が、学部教育を「学士課程

教育」として捉え直す模索と、立教の伝統とされ

て来たリベラル・アーツの再構築という二重の視

点で検討され、それまでの「教養ある専門人の育

成」から「専門性に立つ新しい教養人の育成」へ

とコンセプトの転換が計られていること。 

 

４）４）４）４）教育課程の全面的再編が進められて、「立教

科目」、「時事科目」と言うユニークな科目群を含

む「総合 A 群」と、学際的な授業展開を前提とし

た「総合 B 群」や、コミュニカティブな能力養成

を主軸としつつ一部にコンテンツベースの学習を

含めた英語教育と、四ヶ年在学期間中に複数科目

の選択が可能な初習言語の多様化などの設定へと

実現していること。 

 

５）５）５）５）大学の最高意志決定に、「全カリ」の運営意

志が参画する位置付けが成されている全学的「責

任体制」と、「全カリ」の実施の担い手組織であ

る「総合部会」と「言語部会」のリーダーシップ

が、それぞれの部会に設定されている研究室を通

して実質化して行く「実施体制」が成立している

こと。 

 

等の諸事項をあげることができる。 

 

 

Ⅱ 教養教育改革 
 

 大学における教養教育を論じた見解や意見は、

90 年代に入ってからいよいよ多岐にわたってい

る。しかし、その論調を辿るとそこには一定の流

れとでも言うべきものを見出すことができる。 

 その一つは、教養教育の目的について「人材養

成」と「人格形成」の双方を往復する流れであり、

いま一つは、教養教育方法の基礎を学問領域に置

くものと、学習者主体の関心に置こうとする見解

との間の往復である。 

 たとえば、2000 年 11 月の大学審議会答申「グ

ローバル化時代に求められる高等教育の在り方に

ついて」においては「グローバル化時代において、

ますます価値観が多様化する中で、世界中の様々

な人々と共生し、地球社会の一員として活躍する

人材には、その時代と活躍の舞台にふさわしい教

養と専門的知識が必要である。社会全体としても

教養の重要性が改めて指摘される中で、我が国の

高等教育においては、新たな教養教育の在り方を

考慮した教育の推進が求められる。」の様に人材養

成としての教養教育の在り方が論じられ、他方、

2002 年 2 月の中央教育審議会答申「新しい時代に

おける教養教育の在り方について」においては、

「このような時代においてこそ、自らが今どのよう

な地点に立っているのかを見極め、今後どのよう

な目標に向かって進むべきかを考え、目標の実現

のために主体的に行動していく力を持たなければ

ならない。この力こそが、新しい時代に求められ

る教養であると考える。」の様に社会的変動のな

かでの既存の価値観の揺らぎや、社会全体の閉塞

感を前提としつつ、それを越えて行くことができる

個人の生き方に関わる教養教育が構想されている。 

 また、1995 年 7 月の「新時代に挑戦する大学教

育と企業の対応」と題する日経連教育特別委員会

意見書では、「大学教育においてまず必要なのは、

人間形成である。それには、ヒューマニズムを発

想の基本に据え、歴史・哲学・思想・社会心理等

（リベラル・アーツ）の修得を通じ、幅広い教養

と豊かな人格を兼ね備えるよう努めることが大切

である。」と学問領域に基礎を置いた教養教育が期

待されているのだが、本年 1月 28 日に出された中

央教育審議会の答申「我が国の高等教育の将来像」
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では、「新たに構築されるべき『教養教育』は、学

生に、国際化や科学技術の進展等社会の激しい変

化に対応し得る統合された知の基盤を与えるもの

でなければならない。各大学は、理系・文系、人

文・社会・自然といった、かつての一般教育のよ

うな従来型の縦割りの学問分野による知識伝達型

の教育や単なる入門教育ではなく、専門分野の枠

を超えて共通に求められる知識や思考法等の知的

な技法の獲得や、人間としての在り方や生き方に

関する深い洞察、現実を正しく理解する力の涵養

に努めることが期待される。」として、人間や社会

に対する学習者の関心を促す教養教育が志向され

ている。 

 実際、かつての一般教育の行きづまりを回避し

ようとする模索の中から「総合科目」が立ち上が

り普及したのが 70 年代から 80 年代にかけてであ

ったから、教養教育の展開方法についての模索は

20 年を過ぎてなおかつ新しい問題であるのかも知

れない。 

 こうした観点からすると「全カリ」が企図する

改革の方向は、明らかに学問領域別学科目による

伝統的構成から離れて、主題別学科目の展開によ

る人間観・社会観の形成を目指している。またこ

うした主題別科目による総合科目群をも構成して、

目的を達成することに徹底して努力を傾注してい

るところに大きな意義を見出すことができる。 

 また、主題別学科目による授業展開の継続には、

個々の学科目や関連する教育プログラムの内容の

緻密な企画と実施の準備が必要であり、新しい教

材や学習リソースの開発を必要とするが、この

「全カリ」教養教育改革では、こうした継続に向

けた実施体制が各分野の教育研究室を開設するこ

とによって保障されている点にも瞠目させられる。 

Ⅲ 検討事項 

１１１１    

立教の教育はその建学の精神においてキリスト

教に基づいている。大学の自己再組織性の原点が

教育理念であるとすれば、立教の建学の精神が、

この教養教育改革「全カリ」にどのように貫徹す

るのだろうか。 

 教育がキリスト教に基づくとすれば、その教育

は、根源的には福音の光の中に教育の業を見出す

という意において、「主」の委託であるという自覚

に立つことでなければならない。教育が神の委託

であるということは、ことに大学においては学問

が事実の確定に関わり、価値判断を特定のイデオ

ロギーから解放することをその本旨としていると

すれば、キリスト教に基づく教育は、学生を一方

で社会化させながら、神の言葉に立ちつつ、他方

では超社会化し、世俗主義的価値観によるこの世

のスタンダードを相対化することに通じる側面が

あるわけで、その教育目標・目的の再検討や教育

課程の再編成に、こうした視点からの検討・協議

がどれほど行われて、改革の視点に加えられたの

かに関心が残っている。 

 立教の創立者であるウイリアムズ主教が「立教」

と命名したいきさつに想定される理念や、「立教

学校」の対訳が Edifying Schoolとされたことへの

再解釈にも期待するところが大きい。 

２２２２    

教養教育改革「全カリ」が進めた改革の方向と

意義の大きさについては先に述べた通りであり、

ことに教育課程の編成が主題別学科目の展開に拠

った「人間形成」に主軸を置いているところに改

革の特質がある。 

 しかし、大学教育における人間形成は、たとえ
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ば、自分が生きる意味を、自然や社会という生活

環境の現実的状況への認識と、その歴史的変化を

認識することにおいて捉え、その環境の改革に対

して一定の役割を担おうとするアイデンティティ

を形成することもさることながら、そこに留まる

のではなく、大学教育の普遍的目的（本旨）から

すると、それは更に、現実的状況の認識から進ん

で、その「状況」に加えられて来たこれまでの様々

な「言説」の批判的検討を行う力を養うことにま

で進む必要があるわけで、ここでは主題別学科目

展開のみのカリキュラム構想には限界があるので

はないかと、いささか危惧の念を禁じえない。 

 学生諸君との懇談の中で「ほんとうに基礎を固

めて教える科目がもっとほしい」という発言に対

する同意が、主題別学科目に対する強い肯定的見

解と同時に立ち上がっていたことに関心が残って

いる。 

３３３３    

改革「全カリ」が、教養教育のパラダイム転換

であったのみではなく、「大学全体の教育改革の

核となる運動体としての役割」をも果たして来た

ことの意義は言うまでもなく大きく、立教と同様

の総合大学での今後にわたる改革可能性の大きさ

を示唆している。 

 また、それと同時に、その継続の困難さにも思

い当たるのであって、それだけに「運動」の質的

進化をも期待したい。 

 「学部」は、多くの場合、その構成員の「合意

形成」によって成される学部運営というオペレー

ションを媒介として自律的な「閉じ」の構造体に

なっている。もともと大学という「全体」が成立

する契機としての機能的部分であるはずのシステ

ムが、それ自身の自己再組織性によって「閉じ」

の構造を成して、完全分化を遂げたうえで、学部

が互いに平衡作用しあっているのが、「大学」のこ

れまでの現状である。 

 最近成された国立大学の法人化や私学法の改正

は、こうした「閉じ」と「平衡」の上にしか成り

立たない「大学」を、「統制」によって再組織化し

ようとする方向を目指している。 

 一般に組織改革への期待は、上からの「統制」

と下からの「合意」が新しい組織を媒介にしてよ

り良く結合する期待にあるのだが、これまでにな

い新しい契機に拠らない改革では、いずれ大学は

統制主義に支配されるか、合意主義に硬直化して

行くか、そのいずれかにしか先は見えない。 

 こうした困難を越える新しい契機に「全カリ」

改革が成り得るかが既に問われており、これから

も問われ続けるのだと推測している。そうした新

しい契機としての「全カリ」改革とは、「学部」と

いう閉じの構造の中で発生する「揺れ」に良く感

応しつつ、大学全体を「揺れ」の共同体で在り続

けることへと演出して行くところに、その可能性

があるのではないだろうか。 

 

Ⅳ 終わりに 
 

 真摯な検討と検証の中で成熟しつつある「全カ

リ」改革の評価など思いもよらぬことであり、む

しろ学ぶことに終始した感がある。貴重な機会を

与えられたことに心からの感謝を表明させていた

だきたい。    

 評価の具体的事項については、各委員の先生方

の周到な検討と記述に委ねさせていただき、この

「全カリ」改革を見定めるいくつかの視点を中心

として、所見を述べさせていただくこととした。

これもまた与えられた機会による学びの所産に他

ならない。 
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